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埋めてはいけない！核のゴミ・実行委員会・みずなみ

　　　　　　　　　　　　　　　　 代表　市川千年

核のゴミから土岐市を守る会　　　 代表　永井新介

放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜

　　　　　　　　　　　　　　　　 代表　兼松秀代

超深地層研究所のウランを含む残土に関わる要望書

  日本原子力研究開発機構（旧核燃料サイクル開発機構、前身、動燃。以下、原子力機構）は2005年8月1日の超深地層研究所安全確認委員会ではじめて、研究所の立坑は85ppm以上のウラン鉱床の範囲にあること、立坑建設に伴いウラン鉱床を掘削しているが微量なので放射性物質に該当しないこと、ウランを含む掘削土は用地内で堆積していること、研究終了後は残土を埋め戻すがそれまでの間は管理すると発表しました。

しかし放射線測定は原子力機構以外に行っていません。
  ウランを含む残土の扱いに限定しても、原子力機構は以下の理由で著しく信頼を損ねました。信頼を回復するためにも、ウランを含む残土の実態を把握するためにも、原子力機構の測定値の信頼性を確認するためにも、覆土前の早い段階で複数の第三者による、堆積場を含む放射線測定の実施を強く求めます。【別添　１】
１．原子力機構のウランを含む残土の扱いが鳥取県方面と瑞浪市では異なり、ダブルスタンダードです。

　　原子力機構は超深地層研究所の残土に含まれるウランは微量だと説明しています。 
一方、1988年発覚した鳥取県湯梨浜町方面地区のウラン残土問題は、住民による撤去訴訟で原子力機構が敗訴し、発覚から17年経って要求された撤去量3000立方メートルのうち特に放射線の値の高いフレコンバッグ詰め290立方メートルだけが、アメリカにウラン資源として輸出するとの名目で2005年9月17日に撤去されました。撤去されたフレコンバッグの表面放射線量（一部で0.30μSV/h）は、研究所の0.38μSV/hより低い値のものもありました。【別添 ２】　なお、研究所のウランを含む残土と鳥取県方面のフレコンバッグでは測定条件が異なります。フレコンバッグ測定と同様に密着させて測れば、0.38μSV/h以上の値となることは明かです。
２．また、研究所のウランを含む残土堆積場での最大測定値も、市民団体には0.38μSV/h、県には0.23μSV/hと答えています。原子力機構が情報を公表していないために食い違いが生じています。

３．ウラン鉱床の存在に関し岐阜県にも、市民団体にも不誠実な対応をしています。
　　岐阜県には2002年の土質ボーリングで用地内のウランを確認していたが「微量だったので報告する必要性を感じなかった」（朝日新聞　2005年10月1日記事）。「3年前、市民団体にウラン鉱床はないと回答したことについては『今回確認したウランを含む地層の存在は3年前にもある程度予想できたが、ウラン鉱床とは考えてはいなかった』」（毎日新聞　2005年10月1日）。
４．研究所の移転検討時にウラン鉱床の可能性を予測しながら伝えなかった疑い。

原子力機構がウラン探査を業務とした時代に、月吉鉱床の範囲確認のため50m間隔の精密試錐を行い、ボーリング孔587孔、ボーリングの総延長は68,377mの調査を実施した結果、範囲は土岐市賤洞から瑞浪市狭間地内であると記しています（『東濃とその周辺地域のウラン資源』1995年東濃地科学センター刊）。【抜粋　別添 ３】研究所所在地の字名「大狭間」です。このことから、ウラン鉱床の存在を知りながら、あるいは可能性を予測しながら、住民に伝えなかったのではないかとの疑いを強めています。
　ウランを含む残土の今後の測定及び管理等について、岐阜県は2005年9月30日の県議会答弁で、超深地層研究所安全確認委員会の活用が妥当との判断を示しました。
　しかし当委員会は、1995年12月28日岐阜県、原子力機構、瑞浪市、土岐市で交わした四者協
定の第一項「研究所について、放射性廃棄物を持ち込むことや使用することは一切しないし、将
来においても放射性廃棄物の処分場とはしない」ことを確認するために設置されました。

　一方、問題のウランを含む残土は、用地の地下から掘り出されたものであり、持ち込まれた
ものでも、研究所で使用されるものでもありません。その意味で当委員会の役割とは異なり、こ
こでの審議は妥当性を欠きます。

　この問題は同協定第6項「この協定に定めのないことについては、関係自治体及び事業団にお
いて協議する」に基づき、新たな場で協議がなされるべきものと考えます。

以上の理由により、四者協定の当事者として知事に以下のことを要望いたします。

  なお、文書にて2005年10月17日までに回答くださるよう、お願いいたします。

要 望 事 項

１．原子力機構に以下のことを強く働きかけてください。
　ア．測定日、測定地点、測定回数、測定条件、測定機種、測定値をすべてあきらかにする

イ．測定結果をすべてあきらかにする

　ウ．ウラン濃度の測定値をすべてあきらかにする
　

２．堆積場の覆土が行われる前に、複数の第三者による測定を早急に実施すること。その際

　　ア．市民団体が推薦する研究者の参加を認めること。

　　イ．立坑内、立坑の排水、排水プラントの沈殿物、ウランを含む残土堆積場、同堆積場からの浸出水、周辺の放射線測定をあわせて実施すること。

３．第三者による測定が終了するまでは、堆積場の覆土をしないよう申し入れてください。

４．管理のあり方は、第三者測定による実態調査後、岐阜県が中心となり改めて協議すること。

　　

以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答および連絡先　岐阜市光栄町1-1-2-402
　兼松秀代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話&FAX  058-232-2073
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